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研究成果の概要（和文）：2020年度から、地域在住の要介護認定を受けていない自立高齢者を対象とした
JAGES2019調査データの分析を行った。ロジスティック回帰分析を用いた分析の結果、年齢や日常生活機能が災
害準備との関連や、女性の防災対策は家庭内にとどまり、地域防災への関わりは男性が高いこと等も示された。
この結果について、2021年度に国内学会１回、国際学会２回の発表、2022年度には査読論文として発表した。
2023年度は国際シンポジウムでも発表した。また、今年度は、飯田市の「通いの場」の運営スタッフを対象とし
たインタビュー調査を実施し、「通いの場」が高齢者の災害準備の拠点となる可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The JAGES2019 survey data were analyzed for independent community-dwelling 
older adults who are not certified to need care of the older adults since FY2020. The results of the
 analysis using logistic regression analysis also showed that age and daily functioning were 
associated with disaster preparedness, and that women's disaster preparedness remained within the 
home, while men's involvement in community disaster preparedness was higher. These results were 
presented once at a domestic conference and twice at an international conference in FY2021 and as a 
peer-reviewed paper in FY2022, and were also presented at an international symposium in FY2023. In 
addition, this fiscal year, an interview survey was conducted with the management staff of a "place 
to go" in Iida City, suggesting that the "place to go" could serve as a base for disaster 
preparedness for older adults.

研究分野： 高齢者福祉
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、地域高齢者の災害対策について、大規模データから、促進要因や阻害要因を明らかにした。個人レ
ベルでの要因については分析は終了し、性別での災害準備への取組の違いが明らかになった。また、虚弱な高齢
者ほど災害準備ができなくなることも明らかになり、虚弱な高齢者の災害準備への支援必要性が認められた。そ
のため、やや虚弱になった高齢者が参加する「通いの場」に着目し、インタビュー調査から、災害準備の拠点と
なり得ることが示された。以上のことは、今後の地域高齢者の災害準備において重要な示唆が得られた。特に、
少子高齢化が進んでいる我が国において、地域の災害対策向上への対策に活用できる知見であると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
寿命の延伸と出生率の低下に伴い、人口に占める高齢者の割合は、今後世界的に増加すると予

測されている 1), 2)。我が国においても、65 歳以上人口の割合（高齢化率）は、28.8％（2020 年
10 月 1 日現在）となっており、2036 年には 33.3％、2065 年には 38.4％となると予測され、
2005 年からは世界的にも最も高い水準で推移している 2)。 
災害による被害が高齢者に偏っていることは、世界保健機関（World Health Organization；

WHO）からも指摘されている 3)。例えば、ハリケーン・カトリーナの死者数における 65 歳以上
の割合は、約 60％であると報告されている 4)。我が国においても、阪神・淡路大震災では、60
歳以上の死者数は3,732名（58.3％）5)、東日本大震災では65歳以上の死者数は10,270名（54.4％）
と報告されている 6)。このように、高齢者の災害被害が多い理由は、加齢に伴う身体的・認知的
要因や、既存の社会的要因（社会的不公平や社会的関係性の要因等）により、ネガティブな影響
を受けやすいためと考えられている 7) 。 
高齢期には、上述の要因で災害時の脆弱性が増すことは否めないが、これらの要因には個人差

が大きいため、高齢者への災害対策は、一律に考えることはできない。しかしながら、高齢者の
災害による脆弱性の軽減は必須である。高齢者の災害対策を進めるためには、Tuohy らも指摘
しているように、地域高齢者は、その年齢と社会性に配慮した災害準備を行うことが重要である
と考えられる 8) 。 
地域高齢者の災害準備（disaster preparedness）について、米国の大規模調査である Health 

and Retirement Study の 2010 年調査において、一連の報告がなされている 9)-11)。Al-Rousan
は、加齢、身体障害、低い教育水準、低所得が、災害準備にネガティブに関連していることを示
し、医療機関、公衆衛生、危機管理部門等の連携による問題解決を提案している 9)。また、Killian
らは、高齢者は災害準備が十分されてはいないこと、医療従事者の声かけは効果があること、災
害時に他者を助けた経験は、災害準備を促進することを示した 10)。Cox と Kim は、高齢になる
ほど、また身体機能低下や独居である場合に災害準備をしていないこと、女性は災害準備をする
傾向があることを示している。さらに、低所得者層は高所得者層と比べて、ヒスパニック系は、
黒人や白人より災害準備をしておらず、黒人は低所得の場合に災害準備をしていないといった、
人種と災害準備の関連から、災害に脆弱なグループを特定し、災害準備を促進するためのプログ
ラムはマイノリティと低所得な高齢者を対象とすべきとした 11)。また、2019 年に米国で行われ
た 50 歳から 80 歳の地域高齢者 2256 名を対象とした Web 調査では、災害準備への独居のネガ
ティブな関連が報告された。そして、65 歳以上の高齢者は、50～64 歳と比較して、水や食料の
備蓄や薬や医療機器の備蓄といった災害準備を実施していることを示した。しかし、医療機器の
利用者は 24 時間以上続く停電に対処する自信がないこと等、個人の状況に応じた介入の必要性
を指摘している 12)。 
以上の先行研究からは、災害準備には、性別、年齢、人種、身体障害、教育歴、経済状況、独

居が関連していることが示された。 
我が国では、Hattori らによる南海トラフ巨大地震が想定される西日本沿岸地域の 75 歳以上

の地域高齢者を対象とした調査研究が行われている。この研究では、災害準備を低下させる要因
として、女性であること、認知機能の低下、独居が報告されている。また、災害準備を促進する
要因としては、地域社会での親密な住民との交流に効果があることを示している 13)。さらに、
認知症高齢者は、「独居」「要介護」「移動支援」の特性を持つ場合には、特に災害準備への支援
が必要であることを報告している 14)。この調査では、訪問による丁寧な聞き取り調査を行って
いるが、要介護者も含む 75 歳以上の高齢者が対象であり、地域も限定されている。 
このように、高齢者の災害準備を促進するための学術的根拠は、未だ十分ではない。本研究で

は、当初は地域の「通いの場」での介入研究の実施を予定していたが、コロナ禍によりその実施
が困難となり、研究計画の見直しを余儀なくされた。そのため、主に、初年度の調査データ等を
用いた計量分析等から、高齢者の災害準備に関連する要因についての研究を行った。 
 
２．研究の目的 
(1) 地域高齢者の災害準備の現状と課題 JAGES2019 による検討 
地域高齢者の大規模調査のデータを用いて、我が国における自立高齢者における災害準備の

状況とその関連要因を明らかにする。そして、地域高齢者の災害準備を促進するための課題を示
すことにより、地域高齢者の防災対策の向上に資することを目的とした。 
(2) 飯田市「通いの場（いきいき教室）」参加者における避難訓練参加への関連要因の検討 
飯田市では、防災対策に力を入れており、飯田市全体の避難訓練も年に 1 度実施されている。

そのため、他の多くの自治体より、市民の避難訓練参加の機会は多いと考えられる。飯田市の高
齢者における避難訓練参加に関連する要因を示すために、飯田市の高齢者での調査を実施し、飯
田市の「通いの場」であるいきいき教室に通う高齢者に対して、避難訓練参加に関連する生活状
況や心身機能等の要因を検証し、「通いの場」参加者における避難訓練参加の特徴を明らかにす
るとともに、今後の飯田市における防災対策、特に高齢者への対策を促進するための示唆を得る
ことを目的とした。 



(3) 飯田市「通いの場」におけるインタビュー調査 
これまでの調査研究から得られた知見について、飯田市の「通いの場」を運営している住民へ

のインタビュー調査から、「通いの場」における防災教育の可能性を検討することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1) 地域高齢者の災害準備の現状と課題 JAGES2019 による検討 
 本研究は、日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study；JAGES）プロ
ジェクトが実施した JAGES 2019年度調査を用いた横断研究である。JAGES2019年度調査は、
64 自治体の 65 歳以上の高齢者を対象に、自記式、郵送（配布・回収）で実施された。実施期間
は 2019 年 11 月～2020 年 1 月、全回答者数は 367,640 名（回収率：52.4%）であった。このう
ち、防災関連項目を含むバージョンの調査を実施した 24,353 名（回収率：53.0%）から、個人
属性の回答に欠損のない 18,879 名（男性：9,195 名、女性：9,684 名、有効回答率：41.1％）を
分析対象とした。なお、本調査は、国立長寿医療研究センター倫理審査委員会、千葉大学倫理審
査委員会、一般社団法日本老年学的評価研究機構倫理審査委員会の承認を得て実施した。本研究
は、一般社団法日本老年学的評価研究機構で定められた本データの取り扱い事項を遵守し、匿名
化したデータで分析した。対象者の属性は、性別、年齢、経済状況、教育年数、持ち家、IADL
（Instrumental Activities of Daily Living；手段的日常生活動作）を用いた。IADL は、老研式
活動能力指標により測定し、下位項目である手段的自立、知的能動性、社会的役割を分析に用い
た。 
 本研究では、地域高齢者の災害準備への関連要因をみるために、各災害準備と高齢者の属性、
IADL について、クロス集計で災害準備の実施状況を示した。次に、変数間の影響を取り除くた
め、各災害準備を従属変数とし、高齢者の属性と IADL を独立変数として、全てを同時投入する
モデルで、先行研究 10), 12), 13), 14)と同様にロジスティック回帰分析による検討を行った。統計分
析には、IBM SPSS Statistics27 を用いた。 
(2) 飯田市「通いの場（いきいき教室）」参加者における避難訓練参加への関連要因の検討 
調査対象者は、飯田市の「いきいき教室」に通う高齢者 1094 名であった。調査時期は、令和

２年４～６月であった。調査方法は、「いきいき教室」参加者登録時に調査票を配布し、自記に
て回答後、その場で回収した。調査時に回答の学術研究の目的での利用に同意を得られた 874 名
（有効回答率 79.9％）を分析対象とした。調査内容は、対象者属性、主観的健康感、要介護リス
ク（栄養、口腔機能、運動機能、閉じこもり、認知機能、うつ傾向、手段的日常生活動作）、避
難訓練参加であった。なお、本調査は、国立長寿医療研究センター（受付番号 1274）の倫理審
査を受けている。 
 避難訓練参加については、設問に対し「参加した」と回答した場合に参加あり、それ以外の項
目への回答を参加なしとした。分析は、以下のとおり行った。まず、避難訓練参加と非参加者の
特徴を記述分析によって示した。次に、性別、年齢、要支援認定、世帯状況（独居の有無）、学
歴、労働収入、主観的健康感を独立変数、避難訓練参加の有無を従属変数としたロジスティック
回帰分析を行い、避難訓練参加と参加者の属性との関連を検討した。性別、年齢、要支援認定、
世帯状況（独居の有無）、学歴、労働収入、主観的健康感を統制変数とし、要介護リスクの各項
目を独立変数、避難訓練参加の有無を従属変数としたロジスティック回帰分析を行った。分析に
は、IBM SPSSStatistics27 を用いた。 
(3) 飯田市「通いの場」におけるインタビュー調査 
 調査対象は、飯田市「通いの場」３ヶ所の運営を行っている住民とした。(2)の研究結果を説明
した後、「通いの場」での防災教育の実施可能性について意見を求めた。対象人数は 4～6 名、所
要時間は１時間程度であった。 
 
４．研究成果 
(1) 地域高齢者の災害準備の現状と課題 JAGES2019 による検討 
 地域高齢者の災害準備には、経済的困難や独居が「避難場所や経路の把握」以外の災害準備に
ネガティブな関連を示した。持ち家に居住していることは災害準備にポジティブな影響が認め
られた。また、女性は男性と比べて「水や食料の備蓄」は実施しているが、「避難場所と経路の
把握」や「地域の防災の話し合いへの参加」といった地域での災害準備への参加が低い傾向が示
された。さらに、75 歳以上の後期高齢者は、前期高齢者と比べて、「水や食料の備蓄」以外の災
害準備の実施割合が高かった。IADL では、知的能動性と社会的役割の低下があると、「水や食
料の備蓄」以外の災害準備を実施しない傾向が認められた。さらに、手段的自立の低下は、「避
難場所と経路の把握」や「地域の防災の話し合いへの参加」といった地域との関わりが必要な災
害準備とネガティブな関連が認められた。 
① 災害準備と社会的要因 
 地域高齢者の災害準備には、経済状況や独居が関連しており、先行研究 9), 11), 13), 14)と同様の結
果であった。年齢の影響については、諸外国の先行研究とは異なり、地震保険・共済への加入以
外の災害準備において、75 歳以上の後期高齢者の方が、75 歳未満の前期高齢者より、実施して
いることが示された。持ち家に居住している高齢者は、そうでない高齢者と比べて、災害準備を
実施していた。持ち家であることは、地域へのネットワークも強いと想定される。本研究では検
討していないが、地域のネットワークは災害準備を促進するとの報告もある 13), 14)ことから、高



齢者の地域におけるネットワークづくりは防災の視点からも重要であると考えられる。 
また、先行研究で示された教育歴と災害準備の関連は、「水や食料の備蓄」と「家具等の固定」

でのみ認められた。これらは、減災のための知識を要する災害準備と考えられる。先に紹介した
Al-Rousan らの研究では、災害準備のひとつとして、防災に関する情報等を得ることを検証して
おり 9)、防災に関する知識の希求と教育歴の関連も指摘している。一般的に、高学歴な者ほど自
然災害対策行動を実施することに対して肯定的な態度を取ることは先行研究でも示されており、
その理由として自己効力感や災害対策行動に対する有効性の認知、行動資源の有無などについ
て指摘されている 15)。このことから、以上の結果については、先行研究と同様であったといえ
るであろう。しかし、本研究の結果では、地域との関わりが必要な災害準備には教育歴との関連
がみられなかった。この結果からは、本研究が対象とする地域高齢者においては、防災に関する
地域コミュニティへの参加と教育歴との関連はないと考えられる。 
 さらに、本研究の結果から、独居高齢者において災害準備の実施が少ないことが示された。災
害準備と社会的孤立の関連も報告されており 16)、地域のネットワークに、独居高齢者も加わり
やすい仕組みづくりも重要となる。これまでも、高齢者の地域のネットワークづくりは、介護予
防等の健康づくりの分野で取り組まれている。地域高齢者への災害準備についてのインタビュ
ー調査からは、災害準備の目標を健康の観点から位置づけることは、高齢者にとってより説得力
があることが示されており 17)、今後は、そのような他分野の取り組みと合わせた災害準備の働
きかけを行う等、高齢者の災害準備の促進する仕組みづくりを考えていく必要がある。 
② 災害準備と IADL 
 先行研究でも示されていたように、本研究でも高齢者の心身の機能低下は、災害準備にネガテ
ィブな関連が認められた。本研究で対象とした高齢者は、自立高齢者であり、介護サービス等に
よる生活支援は必要ないと考えられる。本研究の結果からは、そのような高齢者でも、IADL の
低下は、災害準備と関連することが示された。IADL は身体機能のみではなく、認知機能とも関
わっていることから、自立高齢者においても、心身の機能の低下が始まった段階から、災害準備
が困難となる可能性が示唆された。 
 このことは、IADL に少しでも低下がみられる高齢者には、早期から災害準備等の災害対策へ
の支援が必要となる可能性を示している。災害準備には、先に示されたように、身体・精神的な
要因に加えて社会的要因も関連していることから、独居や経済的に困窮している高齢者には、特
に早期から支援をする必要がある。先行研究でも示されていたように、地域での災害準備を促進
するためには、このような高齢者への支援内容も含め、防災分野でのみではなく、多分野で考え
ていく必要がある 9)。そのためにも、既存の高齢者の地域ネットワークに防災の視点を加えるこ
と、また、防災のネットワークに高齢者の支援者を加えること等も検討する必要があるであろう。
このような多重的なネットワークを形成することで、災害リスクの高い高齢者を早期に発見で
き、平時の災害準備からの支援を行うことが可能となると考えられる。 
③ 災害準備におけるジェンダー 
 本研究では、女性は水や食料の備蓄といった家内の災害準備を行い、地域の災害準備への関わ
りが男性に比べて少ないことが示された。平時から、地域の災害対策に女性が加わっていない現
状が反映されていると考えられる。この一因として、男性中心の自治会運営等の地域におけるジ
ェンダー役割の影響は否めないであろう。しかしながら、災害後の応急対応や避難生活において、
女性の視点を取り入れることは重要であるため、地域の災害準備から女性が参加することは必
要であり、参加を促進していくことは、今後の課題である。 
(2) 飯田市「通いの場（いきいき教室）」参加者における避難訓練参加への関連要因の検討 
① 避難訓練参加に関連する要因について 
避難訓練参加は、女性の 6 割強に比べ、男性の避難訓練参加の割合は約 9 割と高かった。こ

のことから、避難訓練は、ほとんどの男性が参加する地域のイベントであると考えられる。また、
このようなイベントに参加していない男性は、いきいき教室などの通いの場へも参加しておら
ず、社会参加をしていない可能性がある。本研究において、閉じこもりや運動機能低下といった
社会参加が困難となる要因との関連が見られなかったのも、通いの場の参加者が対象というこ
とで、これらの要因があり社会参加が少ない高齢者が、そもそも含まれていない可能性は否めな
い。地域とのつながりが希薄な高齢者は、災害時の対応も困難になると考えられるため、地域高
齢者全体の防災力を高めるためには、高齢者の実態を把握したうえで、さらなる対応を検討する
ことが必要である。 
 飯田市では、毎年 9 月の防災の日に合わせ、住民参加の防災訓練が、市内全 20 地区で行われ
る。この訓練では、全住民、および各地区自主防災組織、飯田市消防団、飯田市赤十字奉仕団、
飯伊地区包括医療協議会、災害時相互応援協定締結機関・団体等が参加し、安否確認訓練、情報
伝達・収集訓練、災害状況把握訓練、消火訓練、人命救助・搬送訓練、物資搬送訓練等により、
地域の防災力の向上を目指している 18）。飯田市では、このような地域での防災への取り組みが
続けられていることから、住民全般の防災への関心は高いと考えられる。そのため、いきいき教
室へ参加している高齢者も、心身機能の低下があっても、近隣住民の助けを借りて、避難訓練に
参加ができている可能性がある。この点については、今後、他地域との比較等により、明らかに
していきたい。 
 介護リスクでは、口腔機能と手段的日常生活動作の低下により、避難訓練参加が少なくなるこ
とが示された。口腔機能の低下、いわゆるオーラル・フレイルは、身体機能のフレイルに先行す



ることが報告されている 19）。本研究の結果では、避難訓練参加には運動機能等の低下との関連
は示されず、口腔機能の低下との関連が示された。このことは、身体機能低下が起こる少し前に
避難訓練への参加を辞めている可能性が考えられる。飯田市の避難訓練は地区ごとに行われ、地
域との結びつきが強いイベントであることも考慮すると、避難訓練に参加しないことは地域と
の関わりが弱くなっている可能性があり、その原因については、さらに検討する必要がある。 
② いきいき教室での防災教室の開催の可能性 
本研究では、いきいき教室への参加者における避難訓練参加に関連する要因について検証し

た。その結果、女性であること、85 歳以上の高齢者、口腔機能の低下、手段的日常生活動作が自
立していない場合は、避難訓練の参加が少ないことが示された。 
 いきいき教室参加者は女性が多いが、避難訓練参加はその 6 割強に留まっている。そのため、
女性高齢者の避難訓練参加を促進するような働きかけは重要であると考えられる。また、いきい
き教室では、既に避難訓練に参加者している高齢者にも、さらに災害への理解を深め、家具等の
固定や備蓄等、自助を促進するような介入の実施が可能であると考えられる。 
 分析結果から、口腔機能が低下してきている高齢者において、避難訓練への参加が少ないこと
が示された。防災の観点からも、日常的な口腔機能の維持、向上への働きかけが重要であると考
えられる。また、このような高齢者は、その他の社会参加も減少する可能性があり、地域とのつ
ながりが希薄になっていくことも危惧される。このことから、高齢者が地域から取り残されない
よう、平時からの見守りと災害時の支援体制をシームレスに整備ができれば、より安全・安心な
地域づくりとなると考えられる。通いの場が地域と福祉をつなぐ役割を担うことで、平時も災害
時も継続した支援が行える体制構築が期待される。飯田市においても、高齢者の防災意識の啓発
や、地域の防災対策促進にいきいき教室を活用することは、地域防災を促進するための一助とな
ると考えられる。 
(3) 飯田市「通いの場」におけるインタビュー調査 
 インタビュー調査では、能登半島地震直後だったこともあり、住民の関心は高かった。「通い
の場」における防災教育については、食糧備蓄等については地域の高齢者で話し合う必要がある
こと、また、鯖缶等の保存できるたんぱく源となる食品のローリングストックは、フレイル予防
としても有効であることから、体操等と組み合わせた啓発の可能性が示唆された。 
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